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１．第二期成年後見制度利用促進基本計画における周知・広報（抄）

権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

（１）権利擁護支援の地域連携ネットワークの基本的な考え方－尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加－
①地域連携ネットワークの必要性と趣旨
ウ 地域連携ネットワークづくりの進め方
地域連携ネットワークの方向性に基づいた具体的な取組は、（３）で記載しているが、これから地域連携ネットワークづくりを始める地域では、できるだ
け早期に、以下に取り組む体制を整備するべきである。
• 権利擁護支援に関する相談窓口を明確にした上で、本人や家族、地域住民などの関係者に対し、成年後見制度の内容など権利擁護支援の理解の促進や
相談窓口の周知を図ること。
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（３）権利擁護支援の地域連携ネットワークの機能を強化するための取組－中核機関のコーディネート機能の強化等を通じた連携・協力による地域づくり－
②地域連携ネットワークの機能を強化するための取組（地域の体制づくり）
ア「権利擁護の相談支援」機能と「制度利用の案内」機能を強化するための取組（権利擁護支援の検討に関する場面）
（ア）「共通理解の促進」の視点による取組
ａ 成年後見制度の必要性など権利擁護支援についての理解の浸透（制度の広報を含む）

• 地域連携ネットワークの関係者は、成年後見制度を利用する可能性のある本人や家族、地域住民、福祉・行政・法律専門職などの関係者に対し、一
般的な広報に加え、成年後見制度の利用の効果・留意点や制度の活用が有効な事案のほか、声を上げることができない権利擁護支援を必要としてい
る人を発見し支援につなげることの重要性などを周知・啓発する。また、対象者ごとに伝える内容・方法が異なることから、対象者に合わせて行う
必要がある。加えて、任意後見・補助・保佐に関する周知活動も強化する。

• この際、市町村・中核機関には、地域住民や福祉・司法の関係者を対象にした権利擁護支援に関する研修等を行うことが期待される。
• 家庭裁判所には、市町村や都道府県が広報に必要な知識や情報を得ることができるようにするため、講師派遣や統計データを提供することが期待さ
れる。

• 国は、最新の情報や知見が全国的に共有されることによって地域連携ネットワークの機能強化が図られるよう、成年後見制度利用促進ポータルサイ
トの充実を図る。

ｂ 権利擁護支援に関する相談窓口の明確化と浸透（相談窓口の広報を含む）
• 市町村は、権利擁護支援や成年後見制度の利用に関する地域の相談窓口を明確にする。
• その上で、明確にした窓口を地域連携ネットワークの関係者に周知し浸透させる。

地域連携ネットワークの機能を強化するための取組（地域の体制づくり）

都道府県の機能強化による権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進

（５）都道府県の機能強化による権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進
③ 市町村への具体的な支援内容
都道府県には、管内市町村の体制整備を始めとした取組が進むよう、以下の具体的な支援を積極的に行うことが期待される。
ア 継続的な研修の実施
• 市町村や地域連携ネットワークの関係者が体制整備を始めとした取組を継続するためには、成年後見制度の利用促進を含む権利擁護支援の必要性を
認識することや、権利擁護支援に関する実務能力を向上することが重要である。

• そのため、都道府県は、市町村等に対して、成年後見制度や権利擁護支援の必要性の理解を高める研修や、市町村長申立て等の実務能力を向上させ
る研修を継続的に実施する必要がある。



２．第二期基本計画に基づいた厚生労働省における成年後見制度の周知・広報の取組

全国権利擁護相談窓口 K-ねっと成年後見制度利用促進体制整備研修成年後見制度利用促進ポータルサイト

市町村・中核機関・都道府県等から制度や個
別事例の相談を受け、専門的な助言・情報提
供や、FAQ・全国セミナーによる情報発信を
実施

市町村・中核機関、都道府県、後見人等を対
象に、成年後見制度や相談対応、意思決定支
援等を研修

本人・家族等には制度・相談窓口情報を、自
治体・中核機関等には研修資料・動画・取組
事例等を提供

主な
取組内容

電話・メール相談、専門相談員による助言、
参考資料提供、FAQ、ニュースレター、全国
セミナー

オンデマンド講義（動画）、ライブ演習・
ケース検討、研修資料・ツールの提供

ホームページ、資料掲載、動画、FAQ掲載、
相談窓口検索、バナー広告、交流会・意見交
換の機会

周知・広報の
媒体・手法

• 成年後見制度に関心のある一般市民向けの
全国セミナーを開催

• 法定後見制度、補助・保佐、任意後見制度
の基礎を解説

• オンライン配信により全国から参加可能

• 市町村、中核機関、相談支援関係者、後見
人等への研修を通じ、本人・家族等への相
談対応や情報提供に役立てる

※ 本人・家族等は、国研修の直接の主対象と
はしていない

• 本人・家族、関係機関向けページを設置
• 制度情報を立場・目的別に掲載
• 相談窓口検索、よくある質問、制度解説を
掲載

• バナー広告から必要な情報や窓口へ誘導

本人・家族等
への周知・広報

• 体制整備や個別事例に関する相談を電話・
メールで受付

• 相談内容に応じて論点や対応方針を整理
• 他自治体の取組や参考資料等を提供
• 専門職団体、法テラス、先行自治体等の情
報提供とつなぎを行う

• 相談事例をFAQやニュースレターで共有

• 基礎研修・応用研修を実施
• 基本計画、権利擁護支援、成年後見制度等
をオンデマンド講義で体系的に提供

• 広報、相談、意思決定支援、市町村長申立
て等をライブ演習で検討して要点を周知

• 自治体・中核機関向けページを設置・国研
修の資料を掲載

• 動画、ニュースレター等を掲載
• 全国の体制整備や担い手育成等の取組状況
の情報を提供

• 住民への案内に活用できる相談窓口情報を
掲載

市町村・中核機関
への周知・広報

• 都道府県や県社協から市町村支援や体制整
備に関する相談を受付

• 市町村・中核機関からの相談を匿名化して
都道府県に共有

• アドバイザー等の派遣により課題整理や方
策の検討を支援

• 交流会、ニュースレター、FAQで取組事例
や課題を共有

• 都道府県担当職員、関係団体職員、都道府
県専門アドバイザー等を対象に研修を実施

• 市町村支援、都道府県専門アドバイザーと
の連携、地域課題の把握・検討等の要点を
周知

• 全国の都道府県・市町村を対象に取組状況
調査を実施、結果を掲載

• 担い手育成方針、協議会、相談窓口、専門
アドバイザー等の状況を周知

• 都道府県担当者・専門アドバイザー向け交
流会をオンラインで開催

• 交流会では都道府県の取組等をテーマに情
報交換を実施

都道府県
への周知・広報

• 社会福祉協議会、地域包括支援センター等
から相談を受付

• 専門相談員等による助言・情報提供を実施
• 専門職団体、法テラス、自治体等の情報提
供とつなぎを行う

• FAQ、ニュースレター、交流会等で情報を
共有

• 社会福祉協議会、専門職、相談支援関係者
等を一部研修の対象に設定

• 成年後見制度、意思決定支援、相談対応、
関係機関との連携等を講義・演習で実施

• 後見人等への意思決定支援研修に、福祉・
医療等の関係者も対象として追加して周知
を図る

• 関係機関に制度・相談窓口情報を提供
• 医療関係者向けページを設置
• 医療機関・金融機関向けバナー広告から関
係ページへ誘導（令和7年度）

• 制度説明資料、動画、FAQ、相談窓口情報
等を掲載

関係機関・団体
への周知・広報
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厚生労働省においては、様々な媒体・ツールを活用して、対象者ごとに必要な情報が届くよう周知・広報を実施。



市町村・中核機関においては、厚生労働省から発信した情報も踏まえ、地域の実情に応じて様々な工夫をこらした
周知・広報を実施。

３．市町村・中核機関における成年後見制度の周知・広報の取組 ①
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主な工夫点具体的な取組市町村取組種別

全戸配布成年後見制度、日常生活自立支援事業、相談窓口を掲載したチラシを作成し、町内約4,000戸に全戸配布群馬県甘楽町

チラシ
パンフレット

等

相談現場の知見を反映よくある質問や制度利用上の留意点を盛り込んだ独自パンフレットを作成栃木県下野市

相談時にも活用制度説明と相談窓口を掲載したリーフレット、相談窓口一覧、窓口説明用シートを作成京都府福知山市

本人向けの表現本人向けパンフレットを作成し、後見人が支援する場面を事例で説明神奈川県藤沢市

家庭裁判所との連携裁判官の判断により家庭裁判所からの郵送物に、センターの業務、所在地、連絡先等を記載した案内を同封埼玉県志木市

高齢者に届きやすい媒体ホームページ、町広報誌、全世帯に貸与された告知端末を活用し、広報誌に弁護士紹介とQ&Aコラムを掲載新潟県阿賀町

多様な
広報媒体
の活用

複数媒体の活用町広報誌、ケーブルテレビ、地元ラジオを活用して制度やセンターを周知富山県朝日町

SNSと既存媒体の併用LINE、Instagram、市・社会福祉協議会広報誌等を活用し、ホームページや相談会へ誘導奈良県大和郡山市

寸劇と地域メディアの組合せ寸劇を含むシンポジウムを地元テレビの特別番組として繰り返し放映新潟県佐渡市

継続的な情報提供講座・研修参加者等を情報提供希望者として登録し、センターだよりや講座案内を継続的に送付東京都新宿区

金融機関との連携金融機関のスペースに相談ブースを設け、センター職員による出張相談を実施福岡県水巻町

相談機会
の活用

地域を巡回して実施図書館、公民館、コミュニティセンター等、市内3地区を巡回する「成年後見制度なんでも相談会」を開催栃木県下野市

講演会との併催「老いじたくセミナー」と専門職による個別相談を組み合わせて実施京都府福知山市

広域での巡回実施定期的な無料相談会の一部を出張相談として実施長野県北アルプス連携自立圏

専門職との連携各市町で成年後見制度相談会を巡回開催し、弁護士・司法書士が対応愛媛県宇和島市ほか3町

専門職との連携弁護士、司法書士、社会福祉士が各地域に出向く成年後見制度相談会を開催鹿児島県奄美市・大和村・宇検村

相談会との併催「老後の備え」をテーマに成年後見制度と終活を扱う講演会を開催し、相談会を併催熊本県天草市

講演会・
出前講座等

身近な地域活動の活用町内会、老人クラブ、地域サロン等で出前講座を開催北海道美唄市

既存の地域活動を活用認知症カフェを活用し、カフェ関係者等に制度や中核機関を周知福岡県北九州市

演劇、関係機関連携ネットワーク会議メンバーが劇団を組織し、成年後見制度を紹介する演劇を公演岩手県二戸市ほか3町村

市民後見人と連携、寸劇市民後見人養成研修修了者が劇団を結成し、市民後見人の活動をテーマに寸劇を公演香川県さぬき市・東かがわ市

漫談、漫才成年後見漫談、漫才、シンポジウム等を実施栃木県栃木市

市町職員向け圏域内の市町窓口担当職員向けに研修を実施北海道旭川市ほか8町

支援者・関
係機関への
周知・研修

一次相談窓口等向け制度概要、中核機関、本人情報シート、事例演習等を扱う研修を実施茨城県牛久市

対象別の研修ケアマネジャー、地域包括支援センター、民生委員等、対象者別に制度研修を実施滋賀県彦根市

高齢・障害分野の相談支援機関等相談支援機関向け資料等を用いて制度を周知大阪府大阪市

民生委員、医師会、本人・家族等会議や研修会等を通じて制度や相談窓口を説明和歌山県串本町

参考：「中核機関の立ち上げ・先駆的取組事例集」、 「その手があったか！ 47都道府県 中核機関の取組事例集」の掲載事例に基づいて作成
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出典：令和５年度 厚生労働省委託事業 任意後見・補助・保佐等の広報・相談強化・広報
啓発一式（各種広報分）
「その手があったか！ 47都道府県 中核機関の取組事例集」 p27,29

３．市町村・中核機関による成年後見制度の周知・広報の取組 ②
－京都府福知山市：専門職による相談会×出張相談で、新たな相談機会を創出

専門職相談会の実施だけではなく、終活講演会と専門職相談会の二部構成とすることにより、住民が参加しやすく
なり、相談会への相談が増加した事例。



5出典：平成30年度社会福祉推進事業「市町村成年後見制度利用促進基本計画策定の手引き」 p81,131,132.
※ p131,132のテキスト、パンフレットは静岡県社会福祉協議会下記HPより最新版を引用 https://www.shizuoka-wel.jp/money-resolution/guardian/1-2/

４．都道府県による成年後見制度の周知・広報の取組
－静岡県・静岡県社会福祉協議会：「分かりやすい成年後見制度テキスト」及びパンフレットの作成

施設職員や当事者団体に対し、成年後見制度に関して分かりづらい点等をヒアリングした上で、分かりやすい
テキスト及びパンフレットを作成し、福祉関係者等の制度理解を促進した事例。

○「分かりやすい成年後見制度テキスト」及びパンフレットの作成
• 背景：H29.7に県社協が実施した「成年後見制度に関する実態把握調査」の結果を通じて、特に福祉関係者の
成年後見制度に対する理解促進の必要性が明らかとなったことから、H30年度事業として実施。

• 成年後見制度理解促進検討委員会の設置：専門職団体、施設団体、支援者団体、当事者団体から推薦いただい
た計12人及び家庭裁判所（オブザーバー）から成る委員会を設置し、作成全般に係る意見をいただいた。

• 事前ヒアリングの実施：施設職員や当事者団体のメンバーに対し、成年後見制度に関して分かりづらい点や、
どんなものがあれば説明しやすいか等の意見をヒアリングし、テキスト及びパンフレットの作成に反映させた。

○「福祉関係者等への理解促進研修の実施」
• 目的：「分かりやすい成年後見制度テキスト」を使った成年後見制度の概要説明とパンフレット及びテキスト
の有効な活用方法について学ぶ。

• 対象：社会福祉事業所職員、地域包括支援センター職員、市町行政職員、市町社会福祉協議会職員、特別支援
学校教員等

• 実施形態：県内４か所で各１回
• 当取組を開始したことによる効果（※県と県社協に寄せられている声）

（市町村職員）
• とてもわかりやすいテキストとパンフレットなので、職場内の研修や勉強会
で利用し、多くの職員に制度を理解してもらいたい。

• 首長申立の重要性に気付くことができた。
（特別支援学校教員）
• とても詳しくていねいで分かりやすい研修会でした。職場に戻り少しでも多
くの職員に伝達し、幅広く知っていただくこと、興味を持っていただくこと、
もっと知りたいと思っていただける人が増えるように対応したい。

（福祉事務所職員）
• 分かっているようで分かっていなかったことが多いことに気付くことができ
て良かった。

• 裁判所等、とてもハードルが高い制度だと思っていたが、わかりやすい説明
で、少し身近に感じることができた。



５．成年後見制度の見直しに伴う周知・広報の時期と内容について

令和10年度～令和9年度令和８年度

新制度の運用状況や実際に生じた相談等を踏まえ、
周知・説明する内容を見直していくフェイズ。

民法等改正法の施行に向け、
制度・運用の検討状況に応じ
て、周知・説明する内容を具
体化していくフェイズ。

次期計画及び中核機関法定
化を踏まえ、地域における
相談先や関係者の役割につ
いて周知・理解を進める
フェイズ。

現行制度の下で周知・
広報を行いつつ、制度
見直し後の周知・説明
に向けた論点を整理す
るフェイズ。

成年後見制度の見直しに伴う周知・広報について、次期基本計画の開始や民法等改正法の施行といった時間軸を
踏まえ、段階的に運用面の整理・具体化等を行いながら実施することが考えられるのではないか。
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・成年後見制度見直しの趣旨・概要等に関する周知・広報
・任意後見制度の利用促進

成年後見制度の見直し後の具体的な運用に関する周知・広報

成年後見制度見直し後の運用状況や

相談事例等を踏まえた周知・広報

中核機関

法定化

新たな第二種社

会福祉事業施行

民法等

改正法施行
次期基本

計画策定



６．成年後見制度の見直しに伴う周知・広報の対象と内容について

成年後見制度の見直しに伴う周知・広報については、対象者に応じて伝える内容を整理した上で、必要な情報を
伝える必要があるのではないか。

• 制度の基本的事項

• 制度見直しの趣旨

• 必要な範囲・期間で利用すること

• 必要性がなくなれば終了すること

• 制度利用以外にも様々な選択肢があること

• 身近な相談先

• 経過措置の内容や利用方法 など

本人・家族等に広く周知・広報する事項

• 権利擁護支援における制度の位置付け

• 本人の意向に沿った支援の必要性

• 意思決定支援の重要性

• 必要性に応じた権限の検討の必要性

• 交代・終了後の支援の在り方

• その他新制度の詳細

• 経過措置への対応 など

支援者・専門職に研修等を通じて周知・広報する事項

7

※左記の事項に加えて



７.現状・課題及び論点

○ これまでも、支援が必要な方に必要な情報（支援の内容や相談窓口等）が届くよう、国、市町村・中核機関を中心に、

ポータルサイト等の様々な媒体を活用しながら、成年後見制度その他の権利擁護支援策に関する周知・広報が行われて

きた。

○ 今後は、民法等や社会福祉法の改正を踏まえ、施行までの時間も意識しつつ、現状の広報媒体を有効に活用しながら、

改正法の内容や改正趣旨、新制度の利用方法等を効果的に周知・広報する必要がある。

現状・課題

8

○ 新制度の施行後、制度利用を希望する当事者が新制度の趣旨に沿った適切な制度利用ができるよう、効果的な周知・広報を

実施するために、周知・広報の方法（主体、媒体、対象等）や、周知・広報すべき内容等について、どのように整理すべきか。

○ また、周知・広報を実施するに当たっては、現状において活用可能な媒体を踏まえつつ、新制度の施行までの時間軸や施行後

の運用実態も考慮しながら、着実な理解促進に資するよう、段階的に実施する必要があるのではないか。

論点


